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第1章 事業者の名称及び所在地 

1.1 事業者の名称 

仙台市 

 

1.2 代表者の氏名 

仙台市長 郡 和子 

 

1.3 所在地 

宮城県仙台市青葉区国分町 3 丁目 7 番 1 号 
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第2章 対象事業の名称、目的及び内容 

2.1 事業の名称 

仙台市東部復興道路整備事業 

 

2.2 事業の種類 

道路の新設及び改築の事業 

（仙台市環境影響評価条例施行規則 別表第一 第 1号オ、カ） 

 

2.3 事業の必要性と目的 

平成 23 年 11 月に策定された仙台市震災復興計画においては、数十年～百数十年に一度の津

波に対しては海岸堤防等で安全を確保する一方、最大クラスの津波に対しては、それらに加え、

主要地方道塩釜亘理線等のかさ上げにより堤防の機能を付加し、津波浸水被害を低減すること

としている。災害危険区域の設定や防災集団移転事業の考え方など、東部地域の土地利用に関

する計画は、主要地方道塩釜亘理線等の道路のかさ上げが実施されることを前提としており、

本事業は、東部地域の再生に必要不可欠な事業である。 

本事業は、かさ上げした道路より西側の地域について、最大クラスの津波の際にも浸水深を

2ｍ以下におさえるため、津波シミュレーション（「東北大学大学院工学研究科災害制御研究セ

ンター」（平成 23 年当時の組織名。平成 24 年に「東北大学災害科学国際研究所」に改組。））

の結果に基づき、名取川から七北田川までの約 10km の区間で、主要地方道塩釜亘理線等に並

行して 6ｍ程度の盛土構造の道路を整備するものである。 

 

2.4 事業地の位置 

事業地は宮城県仙台市の東部に位置し、名取川から七北田川までの区間において、主要地方

道塩釜亘理線及び市道岡田 107号線に並行している。 

事業地の所在地は、「仙台市宮城野区蒲生～仙台市若林区藤塚 地内」である。 
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2.5 事業の概要 

2.5.1 道路の概要 

「仙台市東部復興道路」（略称「かさ上げ道路」）は、若林区藤塚から宮城野区岡田までは主

要地方道塩釜亘理線の改築、宮城野区の岡田から蒲生までは市道の新設となっている。 

事業の概要は表 2.5-1 に、事業地の位置及び平面ルートは図 2.5-1 に、県道改築区間［一般

部］、市道新設区間、市道新設区間（七北田川沿いの区間）の横断図は図 2.5-2～図 2.5-4 に

示すとおりである。 

 

表 2.5-1 対象事業の概要 

路 線 名 
仙台市東部復興道路 
 ※略称：かさ上げ道路 

種 類 道路の改築、道路の新築 

位 置 仙台市宮城野区蒲生～仙台市若林区藤塚 地内 

規 模 延長：約 10km、車線数：2車線 

構造の概要 高盛土構造（盛土高さ：約 6ｍ） 

区 間 
道路の改築（県道） 道路の新築（市道） 

仙台市宮城野区岡田～仙台市若林区藤塚 仙台市宮城野区蒲生～仙台市宮城野区岡田 

区 分 第 3種第 2級 第 3種第 4級 

設 計 速 度 60km/h 50km/h・30km/h 

幅 員 
車線幅員：3.5ｍ 
路肩幅員：1.0ｍ 

車線幅員：2.75ｍ 
路肩幅員：0.75ｍ 

計画交通量 18,400台/日 850台/日 
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2.5.2 盛土計画 

○ 対象事業は、津波に対する減災機能を持ったかさ上げ道路を整備するものであり、津波浸

水シミュレーションの結果より、高さ約 6ｍの盛土構造を採用した。 

○ 盛土構造の考え方は、「道路土工－盛土工指針（平成 22 年度版）」（平成 22 年 4 月、公

益社団法人日本道路協会）に準拠する。 

○ 法面勾配については、上記指針による標準勾配 1:1.8～1：2.0（砂質土）及び特定開発行

為の技術基準による 30°（1:1.732）以下を参考に、1:1.8（底辺 1.8 に対して高さ 1 の勾配

を示す。）とした。 

○ 盛土材の一部については、東日本大震災で発生した津波堆積物等を活用することとした。

津波堆積物等を最大限に活用することによって、その処分に係る埋立処分場の負荷軽減及

び膨大な処理コストの節減を図るとともに、新たな土取り場を確保することに伴って動植

物の生息・生育の場が消失する事態を回避し、また、土取り場からの大量の土砂運搬によ

る大気質や騒音・振動といった環境影響も低減が図られる。 

○ 軟弱地盤対策として、一部の区間において表層処理工法(敷網工)、プレロード工法、浅層

固化工法を実施した。各工法を実施する区間は、表 2.5-2 及び図 2.5-5 に示すとおりであ

る。 

 

表 2.5-2 区間別の軟弱地盤対策工 

※軟弱地盤対策工については、令和 3 年度までにすべての区間で施工済みである。 

なお、ここに示す区間は軟弱地盤対策工の区間であり、工区区分とは整合しない。 

 

 

地区 
区間 

道路区分 延長 必要となる対策 適用した対策工法 
区間 細区分 

宮
城
野
区 

① 
①-1 県道   400m 土地の安定性 浅層固化工法（2.0m） 

①-2 県道・市道   480m 土地の安定性 表層処理工法(敷網工) 

② 

②-1 市道   260m 土地の安定性 
浅層固化工法（3.0m） 

表層処理工法(敷網工) 

②-2 市道   300m 土地の安定性 
浅層固化工法（2.0m） 

表層処理工法(敷網工) 

②-3 市道   460m 土地の安定性 
浅層固化工法（3.0m） 

表層処理工法(敷網工) 

③ 

③-1 市道   400m 土地の安定性 浅層固化工法（2.0m） 

③-2 市道   260m 土地の安定性 表層処理工法(敷網工)、プレロード工法 

③-3 市道   440m 土地の安定性 
浅層固化工法（3.0m） 

表層処理工法(敷網工)、プレロード工法 

④ 
④-1 市道   120m － プレロード工法 

④-2 市道   780m 土地の安定性 表層処理工法(敷網工)、プレロード工法 

若
林
区 

① ① 県道 1,800m － 無対策、通常施工 

② 
②-1 県道   900m － 無対策、通常施工 

②-2 県道   760m － 無対策、通常施工 

③ ③ 県道   520m － 無対策、通常施工 

④ ④ 県道   400m 土地の安定性 
浅層固化工法（2.5m） 

表層処理工法(敷網工)、プレロード工法 

⑤ ⑤ 県道   380m 土地の安定性 表層処理工法(敷網工) 

⑥ 
⑥-1 県道   920m 土地の安定性 

浅層固化工法（2.0m） 

プレロード工法 

⑥-2 県道   900m － 無対策、通常施工 
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図 2.5-5 軟弱地盤対策工の区間区分 

宮城野区 

若林区 
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写真 2.5-1 フラップゲートの設置状況（二郷堀） 
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2.5.5 緑化計画 

事後調査報告書（第 1 回）で報告したとおり、荒浜工区（その 2）及び井土工区（その 1）

においてシバ、ヨモギ、メドハギ 3 種の種子を混合した種子散布工を施工したが、平成 26 年

度施工区間である荒浜工区（その１）については、施工期間短縮の可能性について検討を行い、

早期緑化種として多用される外来種を用いた緑化とした。その結果、事後調査報告書（第 5回）

で報告したとおり、外来種で盛土法面を緑化した荒浜工区（その 1）については、事後調査期

間の令和 6年度までに在来種が優占する状況にならないことが予想されることから、令和元年

6月に法面の表土を剥ぎ、張芝工による法面再緑化を実施した。 

 

2.5.6 植樹計画 

景観への配慮を目的として、かさ上げ道路の沿線に在来種での植樹（山桜、大島桜）を実施

した。表 2.5-4及び図 2.5-7に示す2地区において令和2年10～12月に植栽工事を実施した。 

 

表 2.5-4 植樹箇所 

植樹箇所(地区) 選定理由 

Ａ(岡田) 沿線に住宅があり、景観形成や交流、防風等の効果が期待できる。 

Ｂ(荒浜) 景観形成の効果が期待できる（緑地帯として陸側から眺望可能）。 
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2.5.7 施設計画 

道路面は、アスファルト舗装とした。 

防護柵は、全線にガードレールを設置した。 

 

2.5.8 施工計画 

評価書においては、各工区の施工時期が確定しておらず、まとまった用地を取得できた工区

から着手していく予定であったため、施工計画は暫定的に設定されたものであった。現在は工

事が完了し供用が開始されており工区別施工状況は、表 2.5-5 に示すとおりである。 

本事業に係る工事は、平成 26 年 2 月に着工し、本線の盛土工事、舗装工事が完了し、令和

元年 11 月 30 日に全線供用を開始した。供用開始後は一部の取付道路や側道等で付帯工事を実

施し、令和 3年度に工事を完了している。 

工事実施状況は、「第 5章 対象事業の実施状況」に示すとおりである。 

 

表 2.5-5 工区別施工状況 

 
※令和 4 年 3 月時点において付帯工事終了。 

  

蒲生東通 その１

その２
その５
その１
その３
その４
その１
その２
その３
その４
その５
その１
その２
その３
その４
その２
その３
その１
その１
その２
その３

舗装
その他
付帯

年度

R6H29 H30 H31・R1 R2 R4R3 R5

盛土

－

－

岡田新浜

荒浜大堀

荒浜

井土

藤塚

工種 工区
H25 H26 H27 H28
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2.5.9 事業の実施期間 

対象事業の実施期間は、表 2.5-6 に示すとおりであり、本事業は平成 24～25 年度に環境影

響評価手続きを実施し、平成 26 年 2 月に工事着工、令和元年 11 月 30 日に全線の供用を開始

した。供用開始後は一部の取付道路や側道等で付帯工事を実施しており、令和 3 年度内に工事

を完了している。 

 

表 2.5-6 本事業の実施状況 

区分 
年 度 

備 考 
H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31･R1 R2 R3 R4 R5 R6 

環境影響評価 

の手続き 

              H24.11：方法書縦覧 
H25. 2：環境影響評価簡略化の内容の決定 
H25. 6：準備書縦覧 
H25.10：評価書縦覧 
H27. 8：事後調査報告書(第 1 回)縦覧 
H28. 5：事後調査報告書(第 2 回)縦覧 
H29. 5：事後調査報告書(第 3 回)縦覧 
H30. 8：事後調査報告書(第 4 回)縦覧 
R1. 5：事後調査報告書(第 5 回)縦覧 
R2. 5：事後調査報告書(第 6 回)縦覧 
R3.11：事後調査報告書(第 7 回)縦覧 
R4.12：事後調査報告書(第 8 回)縦覧 
R5.11：事後調査報告書(第 9 回)縦覧 

道路工事 

              
平成 26 年 2 月に工事着工し、令和元年 11
月に全線供用開始した。 

道路供用 

              

令和元年 11 月 30 日に全線開通 

 

  

環境影響評価 

事後調査(工事中) 

 

事後調査(供用後) 
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2.6 事後調査計画の見直し 

評価書作成時点では、施工計画の詳細が未定であったため、事後調査計画は暫定的に設定し

たものであった。事後調査計画の時期の見直しについては、以下のとおりである。 

 

⚫ 事後調査報告書（第 1回）：評価書公告後の施工計画に基づく事後調査時期の見直し 

⚫ 事後調査報告書（第 3回）：評価書公告後の施工計画に基づく事後調査時期の見直し 

⚫ 事後調査報告書（第 4回）：全体の工事工程が明らかになってきたことに基づく事後調査

時期の見直し及び、ミズアオイの代償措置として移植池の整備、移植、移植後の確認調

査の追加 

⚫ 事後調査報告書（第 5回）：全体の工事工程と供用開始時期が明らかになってきたことに

基づく事後調査時期の見直し及び、動物移動経路を新たに設置することから、動物移動

経路の利用状況調査を追加 

⚫ 事後調査報告書（第 6回）：全線供用後も側道等の付帯工事が令和 2年度まで実施される

ことから、廃棄物等及び温室効果ガス等について令和 2年の調査を追加 

⚫ 事後調査報告書（第 7回）：ミズアオイの自生地が経年的に多数確認されていることに加

え、周辺に自生するミズアオイから採取した種子を移植地に播種することで、シードバ

ンクは十分に確保されると考えられることから、令和 3年度調査において地域の種の保

全状況が確認できた場合に、移植地における事後調査を終了する方針とした 

⚫ 事後調査報告書（第 8回）：第 7回での方針に基づき、移植後の生育状況（ミズアオイ）

について地域の種の保全状況が確認できたことから令和 3年度で終了とした 

また、外来種に関して、荒浜工区（その１）については令和 4年度も外来種が確認され

なかった場合、荒浜工区（その２）及び荒浜工区（その１，その２）周辺については令

和 4年度も外来種の減少傾向が確認された場合、事後調査計画を変更し令和 4年度で調

査を終了する方針とした 

⚫ 事後調査報告書（第 9回）：第 8回での方針に基づき、外来種に関して、荒浜工区（その

１）については令和 4年度も外来種が確認されず、荒浜工区（その２）及び荒浜工区（そ

の１，その２）周辺については令和 4年度も外来種の減少傾向が確認されたことから、

事後調査計画を変更し令和 4年度で調査を終了する方針とした 

 

供用後の事後調査報告書（第 7回）以降は、見直しを行った調査時期に基づいて、事後調査

を実施し、状況に応じて適宜終了とした。 

 

 




